
 

 

生存給付金とは、住宅取得・増改築等の資金に充てる目的でご請求いただくものです。非課税の適用を受ける 

ためには、裏面記載の要件を満たすことが必要です。住宅取得（増改築等工事）の状況に応じて要件をご確認 

いただき、必要書類をお取り揃えのうえご提出ください。 

要件外での解約は、差益に対して復興特別所得税を含む 20.315%の源泉分離課税が適用されます。 
 
＜ご請求時期＞ 

・住宅取得（増改築等工事完了）前に１回、住宅取得（増改築等工事完了）後に１回、の合計２回 

・住宅取得（増改築等工事完了）後に１回 
 
 

 
 

＜手続き期限＞ 

 １．住宅取得日（または増改築等工事完了日）から１年以内にご請求ください。 

２．住宅取得（または増改築等工事完了）前に積立額の９割または住宅取得（増改築等工事）費用のいずれか 

低い額以下を払い出した場合は、その払出日から２年以内かつ住宅取得日（または増改築等工事完了日） 

から１年以内に必要書類をご提出ください。 

この場合、住宅取得（増改築等工事）費用が住宅取得（または増改築等工事完了）前の払出額を超えている 

ときに限り、超えた額以下の残高を払い出すことができます。 

 

 

 

 

 

 

 

＜必要書類＞ 

お 支 払 内 容 必  要  書  類 

住宅取得（増改築等工事完了）前、

積立額の９割までを請求する場合 

ａ．財形支払請求書（ 同封 ・ お勤め先より取寄せ ） 

ｂ．本人確認書類（写）（＊１） 

ｃ．住宅の工事請負契約書（写）または売買契約書（写） 

住宅取得（増改築等工事完了）後、

請求する場合 

ａ．財形支払請求書（ 同封 ・ お勤め先より取寄せ ） 

ｂ．本人確認書類（写）（＊１） 

ｃ．住宅の工事請負契約書（写）（＊２）または売買契約書（写）（＊２） 

ｄ．住宅の登記事項証明書（建物）（写）（発行後６ヶ月以内のもの）                     

ｅ．住民票（写）（発行後６ヶ月以内のもの）（＊３） 

ｆ．増改築等の場合、次の４点のうちいずれか 

・増改築等工事証明書（写） ・検査済証（写） 

  ・建築物の確認済証（写）  ・増改築等工事完了届（＊４） 

ｇ．耐震基準を満たしていることを確認する書類（写）（＊５） 

（＊１）マイナンバーカード、運転免許証、パスポートなどの各種証明書の写し 

※マイナンバーカードは氏名・住所等が記載されている表面のみ 

（ご請求金額が３００万円以下のときは提出不要です） 

（＊２）住宅取得（または増改築等工事完了）前の払出時にご提出いただいている場合は省略いただけます。 

（＊３）住宅取得によりご提出いただく場合は、取得された住宅へ移転後の住民票をご提出ください。 

（＊４）工事費用が７５万円超１００万円までの場合に限ります。 

（＊５）取得される住宅が昭和５６年１２月３１日以前に建築されたもので、耐震基準に適合する住宅の場合に限り、  

「耐震基準適合証明書」をご提出ください。 

 

 

 
裏面につづく 

財形住宅貯蓄 生存給付金 ご請求手続きのご案内 

住宅取得（増改築等工事完了）前の払出可能額は、積立金の９割または住宅取得（増改築等工事）費用のいずれか低い額まで 

となります。 

 

 

退職等もしくは役員昇格された場合、または最長保険期間満了（保険期間４０年、または契約者年齢が８５歳）の場合、 

手続き期限は上記１、２に条件が加わります。それぞれの条件の中で一番早く到来する日が手続き期限となります。 
 
＜上記１の場合＞・住宅取得日（または増改築等工事完了日）から１年以内 

・退職等または役員昇格の日から１年以内  ・保険期間４０年、または契約者年齢が８５歳まで 

＜上記２の場合＞・住宅取得前（または増改築等工事完了前）の払出日から２年以内 

・住宅取得日（または増改築等工事完了日）から１年以内 

・退職等または役員昇格の日から１年以内  ・保険期間４０年、または契約者年齢が８５歳まで 

 

 



＜取得する住宅の主な要件＞ 

 １．ご契約者本人名義の持家としての居住用住宅であること。かつ、住民登録されていること。 

（共有名義のときは持分に対する費用までが払出可能金額となります。） 

 ２．住宅の登記事項証明書の居住用部分の床面積が４０㎡以上であること。 

 ３．取得する住宅に居住用以外の部分があるときは、居住用部分の床面積が全体の１／２以上であること。 

   （払出可能金額は、建物金額に居住用部分の床面積の割合を乗じて計算した金額になります。） 

４．中古住宅を取得されるときは、昭和５７年１月１日以後に建築されたものであること。ただし一定の耐震 

基準を満たしていれば築後要件はありません。（※） 

      （※）一定の耐震基準を満たすことは建築士等が発行する「耐震基準適合証明書」によって証明されます。 

 

 

＜増改築工事の主な要件＞ 

１．工事対象住宅がご契約者本人の名義であること。かつ、住民登録されていること。 

（共有名義のときは持分に対する費用までが払出可能金額となります。） 

 ２．７５万円を超える費用を伴う増築、改築、建築基準法に定める大規模修繕・模様替えであること。 

 ３．増改築を行った後の住宅の登記事項証明書の居住用部分の床面積が４０㎡以上あること。 

 ４．増改築する住宅に居住用以外の部分があるときは、居住用部分の床面積が全体の１／２以上であること。 

   工事金額の１／２以上が居住用部分の工事であること。 

   （払出可能金額は、全体の工事金額に居住用部分の床面積の割合を乗じて計算した金額になります。） 

 ５．増改築等工事証明書、確認済証、検査済証（工事金額が７５万円超かつ１００万円未満の場合は「増改築 

   等工事完了届」）が提出できる工事であること。 

 

 

＜その他のご留意点＞ 

１．住宅取得費用には土地代金は含まれませんので、土地の取得費用は対象となりません。 

   ２．既に非課税で受け取られた生存給付金に対して遡及課税（差益に対して復興特別所得税を含む 20.315%の 

源泉分離課税が適用）されるとき 

① 表面の＜手続き期限＞までに必要書類のご提出がなかったとき 

   ②  生存給付金を受け取られてから５年以内に目的外解約（※）や２年以上の積立の中断があったとき 

      （※）退職等された場合、退職等の日から２年以内に継続のお手続きをされない場合を含みます。 

          役員昇格された場合、役員昇格の日から 1年以内に継続のお手続きをされない場合を含みます。 

 ３．災害等の事由により目的外で解約を行う場合、差益を非課税とする特例措置が適用される場合があります。 

お手続きの詳細につきましては、住所地の税務署へお問い合わせください。 
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